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50 5 3 40 324,000

50 6 3 40 324,000

10 5 4 40,000

15 8 1 10,000

10 7 1 12,000

10 5 1 10,000

10 5 1 5,000

10 5 1 5,000

docomo) 

10 9 1 2 0

15 6 1 5,000

15 7 1 15,000

15 6 3 10 65,000

20 6 3 4 80,000

20 7 2 2 42,000

20 9 1 30,000

20 11 1 0

20 9 1 0

20 10 1 0

113 967,000



20 6 3 6 62,000

20 9 1 5,000

20 6.8,11 3 21,000

20 7.10 2 26,000

20 12 1 8,000

20 10 1 26,000

20 11 1 8,000

20 10 1 30,000

20 10 1 12,000

20 11 1 10,000

20 6 1 0

20 8 1 2 200,000

7 2 2 45,000

12 1 30,000

3 1 50,000

12 1 50,000

2 1 150,000

27 733,000

140 1,700,000





平成２８年度中屋敷地区センター自己評価表 

 

目標設定

の 視 点 
計画内容及び運営目標 

計画内容及び運営目標 

に対する実績 

今後の取組 

（改善計画） 

自己

評価 

利用者 

サービス 

事業計画書 

(1) 地域特性、地域ニーズ 

・生涯健康づくり活動（運動習慣、食育、介護予防等） 

及び等高齢者向け健康づくり等の自主事業の開催 

・地域コミュニティ醸成、地域連携に向けて 

① 世代間交流としてどの年齢世代の方も参加できる 

イベントの開催 

② 地域交流として連合町内会や地元農家と連携した事 

業の開催 

 

   

(2)利用者ニーズの把握と運営への反映 

・ ご意見・要望・苦情は必ず職員全員で「お客様ノート」

「ミーティング」で情報共有し、速やかに対応・改善を

図り施設運営に反映します。 

・「ご意見シート」に記録し、対応結果と経緯を、掲示・広

報紙・ＨＰで公開、区にも報告します 

 

   

(3) 利用者サービス向上の取組 

・部屋の貸出時にご意見欄付きチェックシートをお渡しし、

利用者ニーズを積極的に伺います。 

・地域情報を盛り込んだミニコミ誌的紙面構成の広報誌を

作成し、近隣への配布を拡充します 

・利用者満足度調査平成 27 年度比 0.5 ポイント向上 

 

   

    

    

目標設定・自己評価合体版 

あ い う 

え 

第 29 条第１項・第２項 

第 38 条第１項・第４項 

第 29 条第２項 

第 38 条第４項 

第 38 条第１項 



業務運営 

事業計画書 

(1) 管理運営に必要な組織、人員体制  

・現従事者の継続雇用を図るように最善を尽くすとともに、新

規採用も可能な限り地域採用とします。 

   

(2) 緊急時の体制と対応計画 

日常から施設設備の故障、事故、犯罪等を未然防止に努めま

す。 

・故障、事故、犯罪への未然防止、発生時の対応についての研

修、訓練を行います。 

   

(3) 設置理念を実現する運営内容 

①サークル活動のバックアップとしてサークルのポスター作

りや、参加希望者の紹介等でサークル立ち上げ支援し、サー

クル数を増やします  

   

(4) 利用促進策 

① 料理室の稼働率の向上 

料理室を利用した自主事業を開催します（男の料理教

室・チャレンジ親子クッキング等） 

② 備品の補充  

ドラムセット等の新規導入と大型ミラーを追加します 

   

(5) 本市重要施策に対する取組 

市内企業の応援 

①管理運営業務に関連する業務の発注、備品・消耗品の

購入は、市内の中小企業を優先します。 

   

(6) 自主事業計画 

・三つの交流（同世代交流・世代間交流・地域交流）をテー

マとした自主事業を実施します。 

・センターの設置目的に沿い、「学びの講座」とセンターま

つりの様な「集いの事業」を実施します。 

・職業体験等学校連携事業を展開します。 

・近隣の学校や区内の施設、瀬谷フェスティバル等、地域と

連携した事業を実施します。 

   



(7) 施設の維持管理計画 

・作業の特性に応じて、作業内容・作業頻度を検討し、 

年間計画を立てて実施します。 

・毎年、簡易建物診断を実施し、市と協議して建築物の保

全措置を講じます。 

・休館日に定期清掃を行う等、利用者に不便が生じないよ

うに配慮します。 

   

・年間利用者数/１２４，８００人[平成 27 年度比 1,787 人増] 

・稼働率/４５％（全体）、料理室/１０％ 

・新規団体登録数/６０団体[平成 27 年度５０団体] 

   

職員育成 

事業計画書 

(1) 管理運営に必要な組織、人員体制 

当社は、現従事者の継続雇用を図るように最善を尽くします。

新規採用も可能な限り地域採用とします。 

   

イ 個人情報保護等の体制と研修計画    

・防火管理者講習資格取得者２名 

・普通救命講習資格取得率１００％ 

・クレーム件数３件以内 

   

財務 

事業計画書 

(6) 施設の維持管理計画（における効率化の工夫） 

に記載しているもので、対象年度に行う予定のもの 

   

(7)ア 収入計画の考え方    

イ 増収策    

ウ 支出計画    

(4)カ ニーズ対応費の使途（地区センターのみ）    

・利用料収入/３２７万円 平成２６年度比５％増 

・自主事業収入/１００万円 

・雑入（印刷代、自販機手数料、カラオケ）/１５０万円 

 

 

   



利用者等

の意見 

 

 

 

 

 

  

≪自己評価≫ 
Ａ：計画、目標を上回って実施 
Ｂ：計画、目標を保持して実施 
Ｃ：計画、目標を下回って実施 

 
※「利用者等の意見」は、計画内容及び運営目標欄に利用者等から寄せられた意見・要望を、計画内容及び運営目標に対する実績・今後の取組（改善計画）欄に意見等に対する対応を記載 


